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内容

１ 消防法の危険物規制の概要

２ 危険物施設の流出事故の動向

３ 流出事故事例

４ 震災対策について

５ 風水害対策について

１ 消防法の危険物規制の概要

２ 危険物施設の流出事故の動向

３ 流出事故事例

４ 震災対策について

５ 風水害対策について
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各類ごとの物品と燃焼性（１）

類別 性 質 物品の例 燃焼性

第１類 酸化性固体

（酸素供給源）

塩素酸塩類

過塩素酸塩類

不燃性

第２類 可燃性固体

（可燃物）

赤りん

硫黄

可燃性

第３類 自然発火性物質

禁水性物質
（可燃物、点火源）

ナトリウム

黄りん

可燃性

不燃性
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各類ごとの物品と燃焼性（２）

類別 性 質 物品の例 燃焼性

第４類 引火性液体

（可燃物）

ガソリン

灯油

軽油

可燃性

第５類 自己反応性物質
（可燃物、酸素供給源）

ニトロ化合物 可燃性

第６類 酸化性液体

（酸素供給源）

硝酸

過酸化水素

不燃性
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危険物規制の体系

危険物

貯蔵・取扱い 運搬

指定数量以上 指定数量未満

消防法により規制

危険物施設
仮貯蔵・
仮取扱い

少量危険物

指定数量の1/5以上
指定数量の1/5未満

数量は問わず

火災予防条例により規制 消防法により規制

・貯蔵・取扱いの技術上の基準
・位置、構造及び設備の技術上

の基準

・貯蔵及び取扱いの基準
・貯蔵及び取扱いの技術

上の基準

貯蔵及び取扱
いの基準

容器・積載方法・運
搬方法の技術上の

基準
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指定数量：

危険物ごとに決められている。

危険度を数字で表わしたもので、

危険性の高い危険物の指定数量は小さく、

危険性の低い危険物の指定数量は大きい。

危険物について、その危険性を勘案し
て政令で定める数量 （消防法第９条の４）

指定数量以上を貯蔵・取扱う
⇒消防法に基づく許可が必要

物品名 ガソリン 灯油 重油

類別等 第４類（第１石油類） 第４類（第２石油類） 第４類（第３石油類）

指定数量 ２００Ｌ １，０００Ｌ ２，０００Ｌ

引火点 －４０℃以下 ４０℃以上 ６０℃以上
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危険物施設区分の体系

危険物施設危険物施設

製造所

貯蔵所

取扱所

危険物を製造する
ための施設

危険物を貯蔵し、
又は取り扱う施設

危険物を取り扱う
施設

給油取扱所、販売取扱所、一般取扱所 等

屋内貯蔵所、屋外タンク貯蔵所、地下タン
ク貯蔵所、移動タンク貯蔵所、簡易タンク
貯蔵所 等
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危険物規制の体系

危険物

貯蔵・取扱い 運搬

指定数量以上 指定数量未満

消防法により規制

危険物施設
仮貯蔵・
仮取扱い

少量危険物

指定数量の1/5以上
指定数量の1/5未満

数量は問わず

火災予防条例により規制 消防法により規制

・貯蔵・取扱いの技術上の基準
・位置、構造及び設備の技術上

の基準

・貯蔵及び取扱いの基準
・貯蔵及び取扱いの技術

上の基準

貯蔵及び取扱
いの基準

容器・積載方法・運
搬方法の技術上の

基準
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運搬の基準

運搬容器 危険物に応じた材質、構造

（ガソリンはポリ容器不可）

積載方法 容器に収納、表示（品名、数量、
注意事項）、転倒防止措置、混載
の制限等

運搬方法 災害発生時の応急措置、 の
標識掲示、消火設備

量に関わらず適用。
届出等不要。

危
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内容

１ 消防法の危険物規制の概要

２ 危険物施設の流出事故の動向

３ 流出事故事例

４ 震災対策について

５ 風水害対策について
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危険物施設数の推移（全国）

560,790

396,457

施設数は減少傾向
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危険物施設における火災・流出
事故件数の推移 （全国）

平成６年以降、事故件数
は増加傾向

一旦減少後、高止まり
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危険物施設における火災・流出
事故件数の推移（愛知県）
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危険物施設区分別流出件数内訳
（全国・令和２年・３７５件）
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危険物施設区分別流出件数内訳
（愛知県・最近５年間・８２件）

割合が大きい
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主な危険物施設における流出危険性の推移
（全国経年（H28～R2）と愛知県（最近５年間）比較）

（危険性: １万施設当たりの発生件数）
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危険物施設における流出物質
（全国・令和2年・３７５件）

 原因物質が第４類 98.7％
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危険物施設における流出事故発生
原因 （全国・令和２年・３７５件）

腐食疲労等劣化 34.4%
破 損 6.7%

操作確認不十分 14.9%
誤操作 8.5%
監視不十分 7.2%
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危険物施設における流出事故
発生原因のまとめ

流出発生原因

人的要因（操作確認不十分、誤操作等） 38.9％

物的要因（腐食疲労等劣化、破損等） 53.1％

原因物質が第４類 98.7％



21

事故が起きる原因は…

１ 確認不足・管理不足などの人的要因

・気の緩み、知識不足、誤操作、連絡調整不足など

２ 腐食劣化などの物的要因

・経年劣化、腐食、故障、破損、設計不良など
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１ 日常点検（すべての施設）

・毎日行うもの

・施設の外観検査が中心

・配管などの変形、腐食の有無

２ 定期点検（特定の施設）

・消防法で規定されている点検

・未実施の場合 使用停止命令

３ 臨時点検（すべての施設）

・地震、台風などの後の安全確認

施設の点検

適正な維持管理のために不可欠



事故時の対応
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〇消防法第１６条の３（抜粋）

・製造所の所有者等は、当該製造所等につい
て、危険物の流出その他の事故が発生したと
きは、直ちに、引き続く危険物の流出及び拡
散の防止、流出した危険物の除去その他災
害の発生の防止のための応急の措置を講じ
なければならない。

・前項の事態を発見した者は、直ちに、その旨
を消防署等に通報しなければならない。



（流出防止措置の例）
・流出が確認された配管のポンプを停止し、ポンプ吸引弁及び吐出し弁を遮断
・緊急停止弁を作動させ、流出を防止

（拡散防止措置の例）
・流出先にオイルフェンスを設置し、吸着マットにより回収作業を実施
・吸着マット、土嚢を汚水等の流下先に設置

事故時の対応

24

○応急措置に関する事項を定め、使用する資機材を準備
※類似施設の事故例等を参考にして予測される事故に関する対
応方法を具体的にわかりやすく定めておく。

予防規程の「災害その他の非常の場合に取るべき措
置に関すること。」における考慮すべき事項

（H13.8.23消防危第98号より）

○消防署等への通報連絡体制と手段を定める



事故時の対応
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①

①海上における流出物の回収作業
（オイルフェンス、吸着マット）

②配管からの流出防止対策（吸着
マット）

③用水路における流出防止対策（
吸着マット、土嚢）

②

③
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内容

１ 消防法の危険物規制の概要

２ 危険物施設の流出事故の動向

３ 流出事故事例

４ 震災対策について

５ 風水害対策について



地下タンク貯蔵所からのＡ重油の流出事故

施設区分：地下タンク貯蔵所 原因：故障

＜事故のポイント＞
・機器の故障
・荷卸し時の立会いの未実施

＜事故の概要＞
地下タンク貯蔵所の液面計が故障し
ており、施設側の立会い無しで移動タ
ンク貯蔵所からの荷卸しした際に地下
タンクの容量限界を超えた受入れをし
たことにより、地下タンクの通気管先端
部から敷地および河川にＡ重油約３０
リットルが流出した。

＜被害状況＞
・施設などの被害
Ａ重油約３０リットルが流出
通気口を設置しているポンプ庫の屋根及び壁が油
まみれになる等

＜事故原因＞
地下タンク貯蔵所の液面計が故障しているのを把
握していたが、立会いをすることなく荷卸しを受入れ
たため。

＜今後の対策＞
・移動タンク貯蔵所と地下タンク貯蔵所の各危険物取
扱者による立会いの下、荷卸しを実施
・油面計にて地下タンクの在庫の検量、数量を確認

等

流出１
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地下タンク貯蔵所からのＡ重油の
流出事故

28

壁面への重油の漏えい状況

（○部分に重油が付着している。）
油吸着マットによる重油の

回収状況



屋外タンク貯蔵所と配管の接続部が

腐食疲労したことによるエタノールの流出

施設区分：屋外タンク貯蔵所 原因：腐食疲労等劣化

＜事故のポイント＞
・配管の接続部の腐食疲労

＜事故の概要＞
一般取扱所において使用したアルコール
を空の状態の屋外タンク貯蔵所に送液中、
屋外タンク貯蔵所の底部にある配管より内
容物のアルコールが漏えいしたもの。なお、
漏えいは防油堤内のみ。
送液中、屋外タンクの防油堤内に危険物
が漏えいしていることを発見し通報したもの
。送液量は69,000リットル。
緊急措置として、漏えい箇所を漏水防止テ
ープにて応急措置。防油堤内のアルコール
については水で希釈し60％未満にして簡易
タンクに抜き取りを実施、屋外タンク内のア
ルコールについては、隣接する屋外タンクに
移送する。

＜被害状況＞
・施設などの被害
エタノール1,100リットル流出

＜事故原因＞
長期使用している配管の保温材部に囲われ
ている部分に、何らかの原因により亀裂が入り
その部分よりアルコールが漏えいしたもの。

＜今後の対策＞
・従業員への安全教育及び自衛消防活動の実
施内容の修正。
・機器の日常点検の追加及び送液中の安全点
検の実施

流出２
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屋外タンク貯蔵所と配管の接続部が腐食
疲労したことによるエタノールの流出

30

防油堤内への危険物の漏えい状況

（危険物を希釈した後、抜き取り作業中の状況）

配管の漏えい箇所

（○部分が漏えい箇所。漏水
防止テープにて応急措置を実
施）



屋外タンク貯蔵所のタンク水抜管が落下物により

破損及び脱落し、重油が流出した事故

施設区分：屋外タンク貯蔵所 原因：破損
＜事故のポイント＞
・保有空地に対する認識不足

＜事故の概要＞
屋外タンク貯蔵所の保有空地内で
ある防油堤外壁に沿って、廃棄物処
理業者が廃棄物用のバケットをフォ
ークリフトを使用し搬送中、誤って１
器を防油堤内に転落させてしまい、
バケットがタンク水抜管に接触し、破
損及び脱落したことにより貯蔵してい
た重油が防油堤内に漏えいした。
その後、当該事業所から北側の護
岸、貯木場及び湾を隔てる堤防に沿
って約２ｍ幅の油膜を確認する。オイ
ルフェンスを護岸に沿って設置し流
出防止措置をとり、オイル吸着マット
にて流出した重油を継続処理。

＜被害状況＞
・施設などの被害
屋外タンク貯蔵所のタンク水抜管を破損
漏えいした重油が、防油堤底面のクラックから漏れ、
護岸の繋ぎ目から貯木場へ流出し拡散

＜事故原因＞
保有空地に対する認識不足のため、空地内に廃棄用
バケットを積み上げた。結果、１器を誤って防油堤内に
転落させてしまい、タンク水抜管に接触したことにより
破損及び脱落し、重油が漏えいした。
また、防油堤底面には７か所のクラックが入っており、
北側護岸の継ぎ目から貯木場へ重油が流出及び拡散
した。

＜今後の対策＞
・保有空地の確保を徹底し、物を置かない
・空地をより明確に判別できるよう空地ラインを引直し

等

流出３
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屋外タンク貯蔵所のタンク水抜管が落下物に
より破損及び脱落し、重油が流出した事故

32

防油堤内への

重油の流出状況

（○部分から流出）

タンク水抜管の破損箇所

（○部分）



車両走行中に、メタノールの運搬容器が落下、

破損し、路上に流出した事故

施設区分：（危険物運搬中） 原因：維持管理不十分

＜事故のポイント＞
・危険物の運搬に関する基準の不遵守

＜事故の概要＞
車両に積載した運搬容器の固定をしていな
かったため、走行中に路上へ落下、破損し、内
容物のメタノール（第４類アルコール類）が流出
した。

＜被害状況＞
・施設などの被害
メタノール18リットル流出

＜事故原因＞
運搬容器を車両に積み込む際に転落防止
の確認を行わなかったため、転落防止措置
をし忘れた。

＜今後の対策＞
運搬容器が転落、落下、転倒又は破損しな
いよう固定する。

33

運搬中
１
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内容

１ 消防法の危険物規制の概要

２ 危険物施設の流出事故の動向

３ 流出事故事例

４ 震災対策について

５ 風水害対策について
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震災対策に関する消防庁通知

「危険物施設の震災等対策ガイドライ
ン」を活用した危険物施設の震災等対策
の推進について

（H26.5.23消防危第136号）

※詳しくは、

消防庁 震災対策ガイドライン



「危険物施設の震災等対策ガイドライン」
を活用した危険物施設の震災等対策の

推進について

36

（背景）

 危険物施設は、震災時等において、早期の燃料等の供
給の再開、避難支援等の役割が期待されている

→東日本大震災では多くの危険物施設が被災

 このことから、

〇過去の被災事例や奏功事例から得られた教訓

〇震災後に普及した技術や得られた知見

を踏まえた危険物施設の震災等対策のポイントや留意
点をまとめた。
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【一般取扱所編】

「事前対策」より
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【一般取扱所編】

「事前対策」より
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【一般取扱所編】

「施設の使用再開に向けた対応」より
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【参考資料1 参考となる取組事例】
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【参考資料1 参考となる取組事例】
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【参考資料1 参考となる取組事例】
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【参考資料1 参考となる取組事例】
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危険物施設の震災等対策ガイトドライン
【参考資料1 参考となる取組事例】
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内容

１ 消防法の危険物規制の概要

２ 危険物施設の流出事故の動向

３ 流出事故事例

４ 震災対策について

５ 風水害対策について



危険物施設の
風水害対策ガイドライン

48

危険物施設の風水害対策ガイドラインを策定
（ R2.3.27消防危第86号及び消防災第55号）

①風水害対策の共通事項

②危険物施設の形態別のポイント及びチェックリス
ト（例）

③風水害対策における初動対応のフローチャート

※詳しくは、

消防庁 風水害対策ガイドライン
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（背景）

 平成30年7月豪雨や台風21号の影響により、危険物
施設等に多数の被害が発生

・ 浸水による電気設備の故障

・ タンクへの水混入

・ 流水や強風による設備の倒壊、破損

・ 高潮によるコンテナ流出、積荷のマグネシウムから出火

・ 浸水によるアルミニウム溶融工場の爆発 など

 これらの被害状況等を踏まえ、危険物保安上の
主な留意事項がまとめられた。

危険物施設の
風水害対策ガイドライン
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１ 平時からの事前の備え

２ 風水害の危険性が高まった場合の応急対策

・ ハザードマップを参照
（→浸水想定区域や土砂災害警戒区域該当の有無、浸水
高さ等を確認）

・ 浸水等が想定される場合は、計画策定や教育
訓練等を実施

・ 各種対策の実施（→後ほど説明）
・ 十分な時間的余裕を持って実施

・ 周辺に危害の可能性がある際は、消防機関等
に通報

①風水害対策の共通事項

危険物施設の
風水害対策ガイドライン



51

２ 風水害の危険性が高まった場合の応急対策
・ 浸水・土砂対策の例

・ 強風対策の例

・ 停電対策の例
 危険物の製造、取扱いをあらかじめ停止
 必要に応じ、自家発電設備等により電力を確保 など

 土のう、止水板等による浸水・土砂流入防止
 配管の弁、マンホール閉鎖による危険物の流出防止

など

 配管の弁等の閉鎖による危険物の流出防止
 緊結等による容器、コンテナの転倒防止 など

危険物施設の
風水害対策ガイドライン

①風水害対策の共通事項
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３ 天候回復後の点検・復旧

・ 点検、必要な補修を実施後に再稼働

※ 浸水した施設では、目視点検以外に作動状況や気密

性、危険物への水の混入状況について確認

・ 通電火災や漏電防止のため、電気設備や配線の

健全性を確認

危険物施設の
風水害対策ガイドライン

①風水害対策の共通事項



53

②危険物施設の形態別のポイント及びチェックリスト（例）
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②危険物施設の形態別のポイント及びチェックリスト（例）
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③風水害対策における初動対応のフローチャート

検討すべき情報伝達事項

□ 浸水被害をハザードマップ等で確認しているか。

□ 土砂災害警戒区域をハザードマップ等で確認しているか。

□ 事業所所在地で過去の風水害事例を確認しているか。

□ 避難情報（事業所外避難の場合は、避難所及び避難ルート等）を確認しているか。

上記情報媒体からの取得手段について以下の内容を確認しているか。

・Push型情報（例：TV等）、Pull型情報（例：ネット等）の把握

・Pull型の場合は"誰が""どのくらいの頻度で"取得するかなど確認しているか。

□ 対策資器材の準備、定期的な保守点検を行っているか。

□ 訓練で対策資機材の取扱いを把握しているか。

□ 訓練で対策に要する時間、必要な対応要員数を把握しているか。

□ 避難の方法、開始判断について避難計画を作成しているか。

□ 風水害対策への移行判断責任者を定めているか。

□ 移行判断責任者不在（外出・夜間等）を想定して、代理を定めているか。

□ 対策移行判断時に伝達する内容を記載した書式を予め作成しているか。

□ 事業所内の対策実施状況を管理するための書式を予め作成しているか。

□ 関係機関への情報伝達する際の書式を予め作成しているか。

□ 事業所内で情報共有するための手段を確保しているか（放送設備、一斉メール等）。

□ 事業所と本社広報で問合せ対応の分担を協議しているか。

□ 問合せ対応者を定めているか（限定して情報の一元管理）。

□ 問合せ及び回答内容を記録する書式を予め作成しているか。

2.取得した情報か
　ら対策への移行
　体制の構築

2-1 風水害対策に要するリソース（時間、対応要員、資器材）の把握

風水害対策計画の作成フロー

□ 平時から外部関係者と協議し、基本情報（事業所概要、危険物情報、図面等）の提供、対策移行判断時に伝達する内
容を確認しているか。

□ 上記情報を取得できる情報媒体（TV・ラジオ、緊急速報メール、インターネット等）を把握し、リスト化している
か。

□

□ 対策を移行したことを連絡しなければならない外部関係者（消防機関、市町村、その他関係機関等）及び内部関係者
（本社、他事業所等）を把握し、連絡先リストを作成しているか。

□ 夜間・休日等で対応要員が不足する場合は、参集ルール作成や一斉メール等の連絡手段を確保しているか。

2-2 風水害対策への移行判断基準の検討

□ 消防機関への通報以外に連絡すべきその他の関係機関（市町村、水質汚濁防止連絡協議会等）を把握し、連絡先リス
トを作成しているか。

3-3 問合せ対応準備

風水害対策計画に盛り込む

3.災害発生時の
　連絡体制の構築

3-1 消防機関への通報方法の検討

□ 平時から消防機関と協議し、通報先（119番通報、消防機関担当者等）、通報時に伝達する内容を確認してるか。ま
た、書式を予め作成しているか。

3-2 関係機関への情報伝達方法の検討

計画作成のチェックポイント

1.災害情報の確認
　と取得手段の確
　保

1-1 災害情報の確認と事業所リスクの想定

□ 事業所情報（製造工程、危険物等）と想定される風水害被害から、事業所（危険物施設）で最も大きな被害想定シナ
リオを把握しているか。

□ 風水害対策への移行判断基準を定めているか（判断の誤りを防ぐため、対策移行判断の条件は、可能であれば複数あ
る方が望ましい）。

2-3 風水害対策への移行判断責任者の選任

2-4 外部・内部関係者への連絡の検討

1-2 風水害対策に必要な情報の取得手段の確保

□ 風水害対策に必要な情報（予想降雨量・風速、河川水位、潮位、防災気象情報、避難指示等）を確認しているか。

開始

災害情報の確認と事業所リスクの想定

風水害対策に必要な情報の取得手段の確保
①風水害対策に必要な情報リスト

情報取得体制の構築

風水害対策への移行判断基準の検討
③風水害対策への移行判断基準

風水害対策への移行体制の構築

消防機関への通報方法の検討
⑤外部関係者への通報・連絡票

連絡体制・問合せ対応の構築

風水害対策に要するリソースの把握
②風水害対策のリソースリスト兼実施状況表

風水害対策への移行判断責任者の選任

外部・内部関係者への連絡の検討
④外部・内部関係者リスト

⑤外部関係者への通報・連絡票

②風水害対策のリソースリスト兼実施状況表

関係機関への情報伝達方法の検討
④外部・内部関係者リスト

⑤外部関係者への通報・連絡票

問合せ対応準備
⑥問合せ記録票

1-1

1-2

2-1

2-2

2-3

2-4

3-1

3-2

3-3

Ⅰ平時からの事前の備え
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③風水害対策における初動対応のフローチャート
Ⅱ警戒～取得した情報から対策に移行

検討すべき情報伝達事項

□ 風水害対策に必要な情報の収集を開始し、風水害の危険性があるか確認したか。

・気象庁HPの早期注意情報（警報級の可能性）等を確認

・風水害の危険性が高まる時期、地域及び規模の確認

□ 風水害の危険性と対象地域から、事業所への影響の可能性があるか。

□ 事業所への影響の可能性が想定される場合、風水害対策への移行判断責任者又は代理に報告したか。

□ 風水害対策への移行判断責任者又は代理は、今後の対応方針について検討したか。

□ 今後の検討方針を対応要員に指示したか。

・今後も継続して風水害対策に必要な情報の収集

・対策準備の開始

□ 風水害対策の内容、対策に要する時間、対応要員数及び資機材を再確認したか。

□ 対策移行判断基準を再確認したか。

□ 避難の開始判断基準及び避難方法を再確認したか。

□ 判断に必要な風水害対策に必要な情報の取得手段を再確認したか。

□ 対策移行判断時に外部関係者に伝達する内容を記載した書式の保管場所（電子ファイル）を確認したか。

□ 情報を共有できる手段（一斉メール等の連絡手段、事業所内の放送設備等）が使用できるか確認したか。

□
対策移行基準に達すると想定される時期において、勤務体系（平日昼間or夜間・休日）及び対応要員数を確認した
か。

□
上記で対応要員数が不足すると想定される場合は、参集ルールに基づき、連絡手段を通じて対応要員を確保できる
か。

□ 上記情報を対策移行の判断責任者若しくは代理に報告しているか。

□ 判断責任者又は代理と対応要員とで、対策移行する際の手順等を最終確認したか。

□ 事業所内に対策移行したことを周知し、対策実施を指示したか。

□
対策を移行したことを連絡しなければならない外部関係者（消防機関、市町村、その他関係機関等）に連絡を行っ
たか。

□ 対策を移行したことを連絡しなければならない内部関係者（企業内：本社、他事業所等）に連絡を行ったか。

□ 風水害対策が完了したことを判断責任者若しくは代理に報告したか。

□ 事業所内の巡回等、継続してモニタリングを行っているか。

□ 風水害対策に必要な情報を継続して取得し、必要に応じて対応レベルを変更する判断を行っているか。

警戒活動等のチェックポイント

1.情報収集と対
　応方針の決定

1-1 情報収集と事業所への影響判断

1-2 風水害対策への移行判断責任者へ報告

1-3 対応方針の検討

2.対策準備

2-1 風水害対策及び必要なリソースの再確認

2-2 風水害対策への移行判断基準の確認

2-3 外部・内部関係者への連絡準備

風水害における危険性の終息

対策を移行したことを連絡しなければならない外部関係者（消防機関、市町村、その他関係機関等）及び内部関係
者（本社、他事業所等）を連絡先リストで再確認したか。

□

風水害対策の判断フロー

4.対策実施及び
　継続モニタリ
　ング

4-1 事業所内への周知及び対策実施の指示

4-2 外部・内部関係者への連絡

4-3 風水害対策完了の報告

3.対策移行判断

3-1 風水害対策に必要な情報を定期的に確認

□ 風水害対策に必要な情報を取得できる以下の情報媒体から現状及び今後の予測を定期的に確認しているか。
・Push型情報媒体の確認
・Pull型情報媒体は一定期間ごとに対応要員自らがアクセスして確認

3-2 対策移行時期の検討

□

対策移行時期を検討するにあたり、以下を考慮しているか。
・風水害対策に必要な情報と対策移行基準の比較
・対策に要する時間
・勤務体系、対応要員数（参集予定を含む）
・避難開始判断のタイミング

風水害の危険性が

高まるおそれ

対策準備の

風水害対策に必要な情報を定期的に確認

①風水害対策に必要な情報リスト

事業所内への周知及び対策実施の指示

外部・内部関係への連絡

④外部・内部関係者リスト ⑤外部関係者への通報・連絡票

情報収集と事業所への影響判断

①風水害対策に必要な情報リスト

風水害対策への移行判断責任者への報告

1-1

対応方針の決定

1-2

対応方針の検討1-3

風水害対策及び必要なリソースの再確認

②風水害対策のリソースリスト兼実施状況表

風水害対策への移行判断基準の確認

③風水害対策への移行判断基準

2-1

2-2

2-3
外部・内部関係者への連絡準備

④外部・内部関係者リスト ⑤外部関係者への通報・連絡票

4-1

4-2

対策移行判

対策移行時期の検討

③風水害対策への移行判断基準 ②風水害対策のリソースリス

ト兼実施状況表

3-1

3-2

4-3
風水害対策完了の報告

②風水害対策のリソースリスト兼実施状況表

風水害対策完了と継続モニタリング

（対応レベルを上げる場合は3-1へ）
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③風水害対策における初動対応のフローチャート

Ⅲ被害拡大の防止・軽減
検討すべき情報伝達事項

□ 第一報として消防機関に速やかに通報することを指示したか。

□ 被害軽減策及び応急復旧の完了について消防に通報機関することを指示したか。

□ 情報の抜けもれが無いように予め作成した書式を使用したか。

□ 必要に応じて、以下の情報等を消防機関に提供することを検討したか。

・事故発生箇所の写真又はイラスト

・構内配置図（事故発生箇所の記載）

・事業所周囲の浸水状況の写真又はイラスト

・事業所周囲への危険物漏洩等被害状況の写真又はイラスト

□ 消防機関から情報の追加依頼があれば対応を行ったか。

□ 関係機関に情報共有を行ったか。

□ 情報の抜けもれが無いように予め作成した書式を使用したか。

□ 必要に応じて、以下の情報等を関係機関に提供することを検討したか。

・事故発生箇所の写真又はイラスト

・構内配置図（事故発生箇所の記載）

・事業所周囲の浸水状況の写真又はイラスト

・事業所周囲への危険物漏洩等被害状況の写真又はイラスト

□ 被害軽減策及び応急復旧の定期的な進捗及び完了したことを関係機関に報告したか。

□ 責任者及び問合せ担当者で協議し、関連情報の認識及び問合せに対する回答方針を確認したか。

□ 必要に応じて、本社広報と役割分担等を確認したか。

□ 問合せ対応者を限定し、情報の一元化を図っているか。

□ 問合せ先、問合せ内容及びその回答の記録を残しているか。

2.関係機関への
　情報共有

2-1 関係機関への情報共有のための準備

□ 事故発生又は発生する可能性が高いことを情報共有しなければならない関係機関（市町村、水質汚濁
防止連絡協議会等）を連絡先リストで再確認したか。

2-2 関係機関へ情報共有

□ 状況に応じて地域住民に情報共有する必要があると判断された場合、事業所スピーカーの使用、自治
体への周知依頼（スピーカー等による周知）を行ったか。

□ 継続して情報収集した被害状況又は被害軽減策・応急復旧の実施状況を整理し、第二報等として関係
機関に情報共有したか。

1-2 消防機関への通報

1.消防機関への
　通報

風水害対策の判断フロー 事故対応のチェックポイント

1-1 消防機関への通報の指示

□ 継続して情報収集した被害状況又は被害軽減策・応急復旧の実施状況を整理し、第二報等として消防
機関に通報することを指示したか。

風水害及び被害の応急復旧等の終息

3.問合せ対応

3-1 事前調整

3-2 問合せ対応

事前調整

問合せ対応完了

問合せ対応 ⑥問合せ記録票

対応状況の報告

外部に提供するもの

関係機関への情報共有のための準備 ④外部・内部関係者リスト

関係機関へ情報共有完了

2-1

3-1

3-2

継続した情報収集・状況把握

②風水害対策のリソース

リスト兼実施状況表

消防機関への通報完了

消防機関への通報 ⑤外部関係者への通報・連絡票1-2

第一報第二報等

定期的

事業所内の対応 事業所外への対応
事故発生・

発生する可能性大

の覚知

消防機関への通報の指示1-1

被害軽減策

・応急復旧の指示

関係機関へ情報共有2-2



チェックリスト
施設区分ごとの
留意点を重視

フローチャート
タイムラインに沿って
実施する項目を重視

・実効性のある手順、マニュアルを完成
・市町村・消防本部等との情報共有の調整

フローチャートの活用

平時からの備え

風水害の危険性が
高まった場合の応
急対策

危険物の流出等が
発生した場合の応
急対策
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おわり

ご清聴ありがとうございました


